
■ の文言は改定後に変更となります。  

■ の文言は改定後に追加となります。 

りそなＶisa カード＆りそなMastercard 加盟店規約（通信販売［含ＥＣ］用） 

第３条（表明・保証） 第３条（表明・保証） 

２． 加盟店は、当社に対し本規約締結にあたり、加盟店

（加盟店の役員・従業員を含み、以下本項において同じ）が、

暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社

会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これら

に準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）または（１）

の各号のいずれかにも該当しないことを表明・保証するとともに、

将来においても加盟店が暴力団員等または（１）の各号のい

ずれにも該当しないこと、自らまたは第三者を利用して（２）の

各号のいずれかに該当する行為を一切行わないことを確約し、

加盟店の故意過失を問わず、かかる表明・保証に違反し、ある

いはかかる確約に違反した場合、または当社が違反しているもの

と判断した場合には、本規約に基づく取引が停止されること、ま

た直ちに本規約が解除されることがありえることを異議なく承諾し

ます。これにより加盟店に損害が生じた場合でも当社に何らの請

求は行わず、一切加盟店の責任とします。また、かかる表明・保

証、確約に違反して当社に損害が生じた場合には、その一切の

損害を加盟店（加盟店の役員・従業員は含まない）は賠償し

なければならないものとします。 

２． 加盟店は、当社に対し本規約締結にあたり、加盟店

（加盟店の役員・従業員を含み、以下本項において同じ）が、

暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社

会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、テロリスト

等、日本政府または外国政府が経済制裁・資産凍結等の対象

として指定する者、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力

団員等」という）または（１）の各号のいずれかにも該当しない

ことを表明・保証するとともに、将来においても加盟店が暴力団

員等または（１）の各号のいずれにも該当しないこと、自らまた

は第三者を利用して（２）の各号のいずれかに該当する行為

を一切行わないことを確約し、加盟店の故意過失を問わず、か

かる表明・保証に違反し、あるいはかかる確約に違反した場合、

または当社が違反しているものと判断した場合には、本規約に基

づく取引が停止されること、また直ちに本規約が解除されることが

ありえることを異議なく承諾します。これにより加盟店に損害が生

じた場合でも当社に何らの請求は行わず、一切加盟店の責任と

します。また、かかる表明・保証、確約に違反して当社に損害が

生じた場合には、その一切の損害を加盟店（加盟店の役員・

従業員は含まない）は賠償しなければならないものとします。 

第２２条（立替払等） 第２２条（立替払等） 

４． 加盟店は、商品発送日から２ヵ月を経過した売上債権に

ついて、当社は無条件で立替払いを拒否することができるものと

します。 

４． 商品発送日もしくはサービス提供日から 30 日を経過した

売上債権について、当社は無条件で立替払いを拒否することが

できるものとします。 

第２４条（支払方法） 第２４条（支払方法） 

  



第２５条（返品） 第２５条（返品） 

（２） 加盟店は、前号にかかわらず、当社から別途の指示が

あった場合は、それに従うものとします。 

（２） 加盟店は、前号にかかわらず、当社から別途の指示が

あった場合は、それに従うものとします。また、当社から立替金の

返還の請求あるいは債権買戻し請求があった際には当社の承

諾なく、会員に返金を行わないものとします。 

第２８条（立替払金の返還等（買戻し）の特約） 第２８条（立替払金の返還等（買戻し）の特約） 

（７） 第２６条第１項の会員との紛議が解決されない場合 （７） 第２６条第１項および提携組織の規則等に基づく会

員との紛議、トラブル等が解決されないと当社が判断した場合 

（10） 会員から売上債権に関し、カード利用の否認があった

場合 

（10） 会員もしくはカード発行会社から売上債権に関し、カー

ド利用の否認があった場合 

６． 当社は、本規約に基づき加盟店に立替払いをした売上

債権のうち、第１３条第３項の会員認証手続の結果が認証

成功または未登録であった申込による売上債権については、次

の各号のいずれかに該当する場合を除き、第１項第１０号に

基づく返還等の請求を行わないものとします。 

（１） 理由の如何を問わず会員認証手続の結果が当社に到

達しなかった等、当該売上債権に関連して本規約の規定に対

する違反がある場合 

（２） その他当社が不適当と認めた場合 

６． 当社は、本規約に基づき加盟店に立替払いをした売上

債権のうち、第１３条第３項の会員認証手続の結果が認証

成功または未登録であった申込による売上債権については、次

の各号のいずれかに該当する場合を除き、第１項第１０号に

基づく返還等の請求を行わないものとします。 

（１） 理由の如何を問わず会員認証手続の結果（オーソリ

ゼーションならびに売上ともに）が当社に到達しなかった等、当該

売上債権に関連して本規約の規定に対する違反がある場合 

（２） その他当社が不適当と認めた場合 

第３１条（提携組織の規則等の遵守） 第３１条（提携組織の規則等の遵守） 

４． 提携組織が、加盟店側の事由に起因して、当社に違約

金、反則金等（名称の如何は問わないものとします）を課すこ

とを決定した場合、加盟店は、当社の請求に応じて違約金、反

則金等の額と同額の金員を当社に支払うものとします。 

４． 提携組織が、加盟店側の事由に起因して、当社に違約

金、反則金、手数料等（名称の如何は問わないものとします）

を課すことを決定した場合、加盟店は、当社の請求に応じて違

約金、反則金、手数料等の額と同額の金員を当社に支払うも

のとします。 

第４２条（調査） 第４２条（調査） 

④ 前各号に掲げる場合のほか、加盟店の信用販売に関す

る苦情の発生の状況その他の事情に照らし、当社が割賦

販売法に基づき加盟店に対する調査を実施する必要があ

ると認めたとき 

④ 前各号に掲げる場合のほか、加盟店の信用販売に関す

る調査を実施する必要があると認めたとき 

（2022 年 4 月改定） （2023 年 6 月改定） 

 


